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4月10日(金)まで 
 
4月15日(水) 
 
 
4月30日(木)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①源泉徴収所得税･特別徴収住民税の納付(3月分) 
 
②給与支払報告書に係る給与所得者の異動の届出 
 
 
③法人の確定申告、納付、延納届出 (平成21年2月期決算法人) 
法人税、消費税、地方消費税、法人事業税、法人事業所税、法人
住民税 
④法人税の申告期限延長特例法人  
21年1月期(1月延長)単独申告法人 
20年12月期(2月延長)連結申告法人 
 
⑤法人消費税の期間短縮の確定申告 
21年2月期(毎月申告)1月ごと 
2、5、8、11月期(四半期)3月ごと 
⑥法人の中間申告、納付(8月期決算法人) 
法人税、消費税、地方消費税、法人事業税、法人事業所税、法人
住民税 
⑦法人消費税の中間申告、納付(直前期確定年税額) 
400万円超 2、5、8、11月期(四半期) 
4,800万円超 2月期(1月ごと) 
⑧固定資産税･都市計画税(第1期分)軽自動車税の納付 
 
 

 
 
②4月1日現在で給与の支払を受けなくなった者が
あるとき（地税321の5） 

 
③～⑦法人の事業年度終了日は各月末日とする。 
 
 
④申告期限延長法人の見込納付 
(注)延納、物納又は、納税申告書の提出期限の延長に
係る国税の納税者は、当該国税の利子税を納付し
なければならない(通則法64①) 

⑤消費税の特例の選択、変更、取りやめの届出期限は、
その適用の選択、変更、取りやめを行う課税期間の
初日の前日まで。 

 
 
 
⑦消費税の直前期確定税額には、地方消費税が含ま
れていない。 

⑧納付期限は条例で定める日であり、通常は月末で
あるが、通知書を確認すること。 
(注)固定資産課税台帳の縦覧期間は4月1日より4月
20日または納期限の日のいずれか遅い日まで、固
定資産の登録価格の審査の申立ては公示日または
納税通知書の交付を受けた日から60日以内。 

今月の税務 
日　付 項　目 備考・コメント 

会
　
計 

金
融
商
品
の
開
示
の
改
善
を
図
っ
た

改
訂
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
７
号
、公
表
│
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
３
月
５
日
、国
際
会
計
基
準
審

議
会（
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）は
、公
正
価
値
測
定

に
関
す
る
開
示
要
求
の
改
善
と
金
融

商
品
に
関
連
し
た
流
動
性
リ
ス
ク
に

つ
い
て
の
既
存
の
開
示
要
求
の
強
化

を
目
的
に
、Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
７
号「
金
融
商

品:

開
示
」の
改
訂
を
公
表
し
た
。現
在

の
金
融
危
機
お
よ
び
透
明
性
の
改
善

と
会
計
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
強
化
を
目
指

し
た
Ｇ
20
の
決
定
に
応
え
る
こ
と
が
、

今
回
の
改
訂
の
主
な
目
的
で
あ
る
。

主
要
な
改
訂
の
内
容
は
次
の
と
お

り
。
な
お
、
本
改
訂
は
、
２
０
０
９

年
１
月
１
日
以
降
に
開
始
す
る
事
業

年
度
か
ら
適
用
さ
れ
る
が
、
適
用
初

年
度
に
つ
い
て
は
比
較
目
的
の
前
年

度
の
情
報
開
示
は
要
求
さ
れ
て
い
な

い
。

■
公
正
価
値
開
示
の
改
訂

貸
借
対
照
表
に
お
い
て
公
正
価
値

測
定
さ
れ
る
金
融
商
品
の
公
正
価
値

開
示
に
関
し
て
は
、
米
国
会
計
基
準

（
Ｆ
Ａ
Ｓ
157
号「
公
正
価
値
測
定
」）の

開
示
要
求
水
準
に
、
よ
り
合
わ
せ
る

方
向
で
改
訂
さ
れ
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
測
定
に
利
用
す
る
イ

ン
プ
ッ
ト
の
種
類
に
よ
っ
て
、
公
正

価
値
測
定
を
、
①
レ
ベ
ル
１（
同
一

資
産
・
負
債
の
活
発
な
市
場
に
お
け

る
市
場
価
格
）、
②
レ
ベ
ル
２（
レ
ベ

ル
１
以
外
の
観
察
可
能
な
イ
ン
プ
ッ

ト
）、
お
よ
び
③
レ
ベ
ル
３（
観
察
可

能
な
市
場
デ
ー
タ
に
基
づ
か
な
い
イ

ン
プ
ッ
ト
）の
い
ず
れ
か
に
分
類
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る（
公
正
価
値

測
定
の
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
）。

各
レ
ベ
ル
の
決
定
に
あ
た
っ
て

は
、
最
も
低
い
レ
ベ
ル
の
イ
ン
プ
ッ

ト
が
基
準
と
な
る
。
さ
ら
に
、
レ
ベ

ル
３
の
公
正
価
値
測
定
に
関
し
て

は
、
期
首
残
高
と
期
末
残
高
の
変
動

明
細
を
示
す
調
整
表
な
ど
を
含
め
、

追
加
開
示
が
求
め
ら
れ
る
。

■
流
動
性
リ
ス
ク
開
示
の
改
訂

流
動
性
リ
ス
ク
の
定
義
を
改
訂

し
、
流
動
性
リ
ス
ク
開
示
の
対
象
が

現
金
お
よ
び
他
の
金
融
商
品
で
決
済

さ
れ
る
金
融
負
債
で
あ
る
こ
と
を
明

確
に
し
た
。
ま
た
、
流
動
性
リ
ス
ク

に
関
す
る
定
量
的
情
報
は
、
主
要
な

経
営
陣
に
企
業
内
で
報
告
さ
れ
る
情

報
に
基
づ
く
べ
き
こ
と
を
強
調
す
る

と
と
も
に
、
満
期
分
析
に
関
す
る
開

示
要
求
を
非
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
金
融
負

債
と
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
金
融
負
債
に
分

け
て
規
定
し
た
。

金
　
融 

政
府
に
求
め
ら
れ
る
金
融
政
策

２
０
０
８
年
度
の
第
２
次
補
正
予

算
関
連
法
が
成
立
し
、
政
府
・
与
党

の
景
気
対
策
も
少
し
ず
つ
進
展
し
つ

つ
あ
る
。

大
き
な
流
れ
と
し
て
、
小
泉
改
革

の
柱
と
な
っ
て
い
た
市
場
原
理
主

義
、
小
さ
な
政
府
か
ら
の
巻
き
戻
し

で
、
政
府
に
よ
る
市
場
へ
の
介
入
が

浮
上
し
て
来
て
い
る
。
与
謝
野
馨
財

務
・
金
融
・
経
済
財
政
相
は
参
院
予

算
委
員
会
で
、
小
泉
政
権
時
代
に
中

小
企
業
金
融
公
庫
や
日
本
政
策
投
資

銀
行
な
ど
を
民
営
化
す
る
決
定
を

行
っ
た
こ
と
に
つ
い
て「
間
違
い
で

あ
っ
た
」と
述
べ
た
。
財
政
出
動
を

伴
う
景
気
対
策
を
優
先
さ
せ
、
必
ず

し
も
財
政
規
律
を
最
優
先
さ
せ
る
考

え
は
と
ら
な
い
旨
を
表
明
し
た
形

だ
。た

だ
し
、
財
政
政
策
の
問
題
は
、

必
ず
し
も
与
謝
野
氏
の
よ
う
な
積
極

財
政
派
と
財
政
規
律
派
が
明
確
に
分

か
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
色
分

け
は
曖
昧
だ
。
実
際
、
自
民
党
の
伊

吹
文
明
元
財
務
相
は
、
与
謝
野
氏
の

発
言
に
対
し
て
国
債
発
行
に
よ
る
財

政
出
動
で
景
気
浮
揚
を
図
る
の
は
当

然
で
最
終
的
に
税
制
改
正
で
国
債
を

償
還
す
る
、
と
反
論
し
、
ニ
ュ
ア
ン

ス
の
違
い
を
み
せ
て
い
る
。

そ
う
し
た
観
点
か
ら
、
一
部
で
報

道
さ
れ
て
い
る
企
業
の
資
金
繰
り
対

策
と
し
て
の
基
金
設
立
は
、
実
現
す

れ
ば
財
政
政
策
の
幅
を
広
げ
る
も
の
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フラッ
シュ 

そ
れ
で
も
、こ
の
金
額
は
わ
が
国
の

経
済
規
模
の
割
に
は
小
さ
い
。年
間
１

人
当
た
り
の
消
費
量
は
、食
生
活
の
構

造
や
嗜
好
が
影
響
し
て
相
対
的
に
小

さ
い
ま
ま
で
と
ど
ま
っ
て
い
る
か
ら

だ
。オ
ラ
ン
ダ
で
は
日
本
の
２
倍
、米

国
は
２
・
５
倍
、ド
イ
ツ
で
は
５
倍
も

消
費
し
て
い
る
。映
画『
シ
ョ
コ
ラ
』の

舞
台
に
な
っ
て
い
た
フ
ラ
ン
ス
で
は

３
・
３
倍
だ
。

前
回
の
景
気
循
環
で
、出
発
点
と

な
っ
た
２
０
０
２
年
の
国
内
チ
ョ
コ

レ
ー
ト
生
産
数
量
は
21
万
４
、０
０
０

ト
ン
だ
っ
た
。２
０
０
７
年
は
21
万

８
、０
０
０
ト
ン（
全
日
本
菓
子
協
会

統
計
）な
の
で
こ
の
間
の
伸
び
率
は
２

％
。拡
大
の
ぺ
ー
ス
は
緩
や
か
だ
。

ホ
ワ
イ
ト
デ
ー
は
、全
国
飴
菓
子
工

業
共
同
組
合
が
キ
ャ
ン
デ
ー
を
贈
る

日
と
し
て
１
９
８
０
年
に
開
始
し
た

も
の
だ
。そ
の
飴
菓
子
は
２
０
０
２
年

の
生
産
量
が
15
万
８
、０
０
０
ト
ン

だ
っ
た
。２
０
０
７
年
は
17
万
ト
ン 1.0

 どう見る？ 
　　　この数字 

─等価交換での 
　リスク回避 

1.0倍 

だ
っ
た
の
で
、こ
の
間
の
増
加
数
量
は

８
％
。チ
ョ
コ
レ
ー
ト
を
上
回
る
伸
び

は
、キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
定
着
さ
せ
た
成

果
が
出
て
い
る
と
評
価
で
き
る
。

飴
菓
子
の
小
売
金
額
は
２
０
０
２

年
で
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
の
57
％
し
か
な

か
っ
た
。２
０
０
７
年
に
は
61
％
へ
と

高
ま
っ
た
。本
命
商
品
で
は
な
い
キ
ャ

ン
デ
ー
が
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
の
随
伴
品

と
し
て
の
地
位
を
固
め
て
き
た
の
は
、

返
礼
の
倍
率
に
依
存
し
て
い
る
可
能

性
が
あ
る
。

ホ
ワ
イ
ト
デ
ー
の
お
返
し
品
は
、義

理
チ
ョ
コ
の
場
合
65
％
の
人
が
菓
子

類
に
よ
る
１
倍
返
し
を
期
待
し
て
い

る
と
い
う
（
ガ
ー
ル
ズ
・
ウ
ォ
ー

カ
ー
）。こ
こ
で
の
期
待
さ
れ
て
い
る

の
は
、投
資
原
価
を
下
回
ら
な
い
回
収

だ
。義
理
と
し
て
の
人
間
関
係
を
潤
滑

に
す
る
た
め
で
あ
っ
て
も
損
を
し
な

い
程
度
の
回
収
は
し
た
い
訳
だ
。上

回
っ
て
も
、思
い
込
み
は
迷
惑
な
の

で
、期
待
水
準
は
等
価
交
換
。多
数
に

撒
い
た
場
合
に
は
、実
用
価
値
、日
持

ち
が
す
る
流
動
性
の
高
さ
、評
価
額
に

対
す
る
義
務
感
の
薄
さ
を
考
え
れ
ば

キ
ャ
ン
デ
ー
が
好
適
品
と
し
て
浮
上

す
る
。

チ
ョ
コ
レ
ー
ト
と
キ
ャ
ン
デ
ー
の

市
場
規
模
差
は
、本
命
投
資
額
と
、贈

ら
れ
た
側
が
市
場
価
値
を
低
く
評
価

し
た
割
引
き
評
価
額
と
の
合
計
と
い

う
こ
と
だ
。

（
神
保
敏
明
）

２
月
と
３
月
は
菓
子
類
の
や
り
取

り
が
増
え
る
は
ず
、の
月
だ
。バ
レ
ン

タ
イ
ン
デ
ー
と
、そ
の
お
返
し
に
あ
た

る
ホ
ワ
イ
ト
デ
ー
が
続
く
か
ら
だ
。バ

レ
ン
タ
イ
ン
デ
ー
は
２
月
14
日
。女
性

が
、意
中
の
男
性
に
秋
波
と
共
に
チ
ョ

コ
レ
ー
ト
を
贈
る
日
と
さ
れ
て
い
る
。

本
命
を
撹
乱
す
る
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
は

「
義
理
チ
ョ
コ
」と
称
さ
れ
る
。た
と
え

義
理
だ
と
わ
か
っ
て
い
て
も
、贈
ら
れ

た
側
も
義
理
で「
お
返
し
」を
す
る
。義

理
の
部
分
で
実
行
さ
れ
る
返
礼
割
合

が
、菓
子
市
場
の
規
模
を
膨
ら
ま
せ

る
。チ

ョ
コ
レ
ー
ト
に
は
、「
恋
に
落
ち

た
」よ
う
な
高
揚
感
を
も
た
ら
す
フ
ェ

ニ
ル
エ
チ
ル
ア
ミ
ン
と
い
う
物
質
が

含
ま
れ
て
い
る
。秋
波
と
共
に
贈
る
意

味
は
十
分
に
あ
る
。同
時
に
、酸
化
特

性
を
持
つ
ポ
リ
フ
ェ
ノ
ー
ル
も
含
ん

で
い
る
。コ
レ
ス
テ
ロ
ー
ル
の
蓄
積
を

妨
害
す
る
作
用
を
引
き
起
こ
す
と
い

わ
れ
て
い
る
物
質
だ
。贈
り
手
が
そ
こ

ま
で
考
慮
し
て
商
品
選
択
を
し
て
い

る
な
ら
真
剣
な
行
動
だ
。

２
０
０
８
年
に
34
歳
未
満
の
単
身

世
帯
女
性
が
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
購
入
に

投
じ
た
金
額
は
４
、４
１
８
円
。同
世

代
の
男
性
が
購
入
し
た
金
額
は
１
、５

４
９
円
だ
っ
た
の
で
、チ
ョ
コ
レ
ー
ト

は
女
性
が
買
う
菓
子
だ
と
言
え
る
。バ

レ
ン
タ
イ
ン
シ
ー
ズ
ン
に
販
売
さ
れ

る
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
の
市
場
は
５
０
０

億
円
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
。

と
し
て
期
待
で
き
る
。
こ
れ
は
、
こ

れ
ま
で
政
府
が
直
接
日
本
政
策
投
資

銀
行
に
資
金
拠
出
し
て
い
た
形
を
変

え
、
民
間
銀
行
や
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
が

基
金
に
対
し
て
政
府
保
証
付
の
融
資

を
行
い
、
企
業
向
け
融
資
の
原
資
と

す
る
も
の
。
日
銀
の
銀
行
保
有
社
債

の
買
取
り
な
ど
市
場
に
対
す
る
流
動

性
供
給
策
と
あ
わ
せ
て
、
政
府
の
景

気
対
策
と
し
て
行
う
企
業
の
資
金
繰

り
対
策
と
し
て
は
有
効
だ
。

与
謝
野
氏
の
主
張
の
よ
う
に
、小
泉

改
革
に
よ
る
政
府
系
金
融
機
関
の
民

営
化
が
現
在
の
景
気
の
局
面
に
そ
ぐ

わ
な
く
と
も
、そ
れ
自
体
を
見
直
す
の

は
景
気
対
策
と
構
造
的
な
改
革
を
混

同
す
る
愚
を
犯
す
こ
と
に
な
る
。

政
府
や
政
府
系
金
融
機
関
の
信
用

力
や
民
間
の
と
れ
な
い
リ
ス
ク
を
引

き
受
け
る
機
能
を
勘
案
す
れ
ば
、
こ

う
し
た
基
金
の
よ
う
な
直
接
財
政
支

出
を
伴
わ
な
い
景
気
対
策
は
打
て

る
。
日
銀
に
圧
力
を
か
け
る
だ
け
の

金
融
政
策
か
ら
脱
却
し
、
財
政
政
策

以
外
で
金
融
市
場
を
支
え
る
努
力
が

今
政
府
に
求
め
ら
れ
る
。

証
　
券 

景
気
動
向
の
小
さ
な
変
化
に
注
目

こ
の
１
―
３
月
期
の
実
体
景
気
の

注
目
点
は
、下
げ
止
ま
る
か
ど
う
か
で

あ
っ
た
。昨
年
10
―
12
月
期
は
あ
ら
ゆ

る
景
気
指
標
が
急
激
に
落
ち
込
み
、月

を
追
う
ご
と
に
落
込
み
幅
が
拡
大
、ま

さ
に
崖
か
ら
転
落
す
る
よ
う
な
、と
評

さ
れ
る
展
開
に
な
っ
た
。そ
の
結
果
、

新
年
に
は
ま
ず
落
込
み
幅
が
縮
小
に

転
じ
る
こ
と
が
要
請
さ
れ
た
。落
込
み

幅
が
拡
大
か
ら
縮
小
に
転
じ
る
点
が

景
気
の
底
と
い
っ
て
よ
い
。そ
れ
が
実

現
す
れ
ば
、株
価
も
底
値
固
め
が
期
待

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

こ
う
し
た
角
度
か
ら
み
る
時
、
最

も
実
体
景
気
に
敏
感
な
生
産
動
向
は

２
月
が
最
大
の
落
込
み
幅
で
、
３
月

に
は
そ
れ
が
縮
小
に
転
じ
る
こ
と
が

示
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
最
大
の
産

業
で
あ
る
自
動
車
業
界
は
４
月
、
５

月
か
ら
増
産
に
転
じ
る
こ
と
を
明
ら

か
に
し
て
い
る
。
１
―
３
月
期
に

生
産
の
下
げ
止
ま
り
が
実
現
す
る
こ

と
は
ほ
ぼ
確
実
と
い
え
る
。

景
気
動
向
で
注
目
し
た
い
の
が
、

景
気
ウ
オ
ッ
チ
ャ
ー
調
査
、
い
わ
ゆ

る
街
角
景
気
で
あ
る
。
こ
れ
が
１

月
、
２
月
と
２
カ
月
連
続
し
て
好
転

し
て
い
る
の
で
あ
る
。
現
状
判
断
、

先
行
の
双
方
と
も
好
転
し
て
い
る
。

こ
れ
は
景
気
に
敏
感
な
分
野
の
景
気

に
対
す
る
感
触
、
心
理
を
示
す
も
の

で
あ
り
、
実
体
景
気
と
は
い
え
な
い

か
も
し
れ
な
い
が
、
消
費
者
や
企
業

の
行
動
に
つ
な
が
る
も
の
で
あ
る
。

景
気
ウ
オ
ッ
チ
ャ
ー
調
査
の
歴
史

は
長
く
な
い
が
、
実
体
景
気
の
動
き

を
割
合
よ
く
フ
ォ
ロ
ー
し
て
き
て
い

る
。
今
回
の
好
転
は
原
油
価
格
の
下
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前年同期比増加率の推移 （単位：％、億円） 
◆売上高（金融業、保険業を除く）　製造業、非製造業ともに減収　 
売上高は、346兆776億円で、前年同期(391兆3,358億円)を45兆2,582億円下回り、

対前年同期増加率(以下｢増加率｣という)は△11.6%(前期△0.2%)となった。 
業種別にみると、製造業では、輸送用機械、情報通信機械、電気機械など多くの業種で減収と

なったことから、製造業全体では△16.3%(同△1.5%)となった。一方、非製造業では、電気業
などで増収となったものの、卸売･小売業、サービス業、建設業などで減収となったことから、非
製造業全体では△9.3%(同0.5%)となった。 
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は△9.0%(同4.3%)、1億円～10億円

の階層は△9.0%(同2.9%)、1,000万円～1億円の階層は△15.0%(同△6.0%)となった。 
◆経常利益（金融業、保険業を除く）　製造業、非製造業ともに減益　 
経常利益は5兆1,319億円で、前年同期(14兆2,894億円)を9兆1,575億円下回り、増加

率は△64.1%(前期△22.4%)となった。 
業種別にみると、製造業では、輸送用機械、情報通信機械、一般機械など多くの業種で減益となっ

たことから、製造業全体では△94.3%(同△27.6%)となった。一方、非製造業では、建設業などで
増益となったものの、卸売･小売業、運輸業、サービス業などで減益となったことから、非製造業全
体では△35.0%(同△18.5%)となった。 
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は△78.9%(同△24.3%)、1億円～10億

円の階層は△40.1%(同△9.6%)、1,000万円～1億円の階層は△44.1%(同△23.9%)となった。 
◆設備投資（金融業、保険業を除く）　製造業、非製造業ともに減少　　 
設備投資額は、10兆7,692億円で、増加率は△17.3%(前期△13.0%)となった。  
業種別にみると、製造業では、電気機械、化学などで増加したものの、情報通信機械、食料品、輸

送用機械などで減少したことから、製造業全体では△11.1%(同△0.9%)となった。一方、非製造
業では、電気業、不動産業などで増加したものの、サービス業、卸売･小売業、運輸業などで減少し
たことから、非製造業全体では△21.0%(同△20.3%)となった。 
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は△11.9%(同△17.0%)、1億円～10億

円の階層は△6.8%(同△5.4%)、1,000万円～1億円の階層は△33.5%(同△6.6%)となった。 
なお、ソフトウェア投資額は7,738億円で、増加率は△5.2%(同△8.4%)となり、ソフトウェア

投資額を除いた設備投資額は9兆9,954億円で、増加率は△18.1%(同△13.3%)となった。 

──平成20年10～12月期調査 

回答法人数 21,973社 （18，587社） 
回　答　率 74．8％ （74．9％） 
（　）書きは金融業、保険業を除いた数値である。 

財務省法人企業統計調査 この調査は、統計法に基づく指定統計第110号として資本金1千万円以上の営利法人等を対象に、企業活動の短期的動向を把握することを目的として、四半期ごとの仮決算計数を調
査しているものである。なお、平成20年度調査より、金融業、保険業を含めた調査を実施し
ている。以下は平成21年3月5日に発表した20年10～12月期の調査結果の概要である。 

財務省では、｢法人企業統計調査｣の公表の早期化を進めている。 
そのためには、調査票の早期回収が不可欠であるので、調査の対象となった法
人は、必ず提出期限までに財務省(財務局･財務事務所)へ提出されたい。 
なお、次回平成21年1～3月期の調査票の提出期限は平成21年5月10日、結果
の公表は平成21年6月4日の予定である。 

売上高 
　全産業 
　　製造業 
　　非製造業 
 
経常利益 
　全産業 
　　製造業 
　　非製造業 
 
設備投資 
　全産業 
 
　　製造業 
 
　　非製造業 

区　　分 19.10－12 20.1－3 4－6 7－9 10－12

（注）　設備投資の（　）書きは、ソフトウェア投資額を除いたベース。 
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3,976 
47,343 

 
（実　額） 
107,692  
(99,954) 
43,252  
(40,669) 
64,440  
(59,285)

 
△11.6 
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△17.5 
△15.7 
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△4.9 
(△5.3) 
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(0.7) 
△7.8 
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△0.7 
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△5.2 
△11.7 
0.2 
 
 

△6.5 
(△7.6） 
1.4 
(0.3) 

△11.6 
(△12.7)

落
な
ど
を
反
映
す
る
も
の
の
よ
う
で

あ
る
。
景
気
対
策
が
政
治
の
混
迷
な

ど
で
も
た
つ
い
て
い
る
中
で
あ
り
、

小
さ
な
も
の
で
あ
っ
て
も
変
化
の
動

き
に
は
注
目
し
た
い
。

し
か
し
、
今
回
の
景
気
の
落
込
み

は
、
輸
出
の
激
減
に
起
因
す
る
と
こ

ろ
が
大
き
か
っ
た
だ
け
に
、
国
内
景

気
の
動
き
だ
け
で
は
株
式
投
資
の
意

欲
は
起
き
な
い
と
い
う
こ
と
か
も
し

れ
な
い
。

海
外
景
気
で
は
、
中
国
の
動
向
が

カ
ギ
と
さ
れ
て
い
る
が
、
中
国
経
済

は
次
第
に
明
る
い
指
標
が
広
が
り
つ

つ
あ
る
。
中
国
経
済
に
対
し
て
は
不

信
、
不
安
の
観
測
が
根
強
い
だ
け

に
、
投
資
家
が
素
直
に
反
応
し
な
い

感
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
日
本
の

株
価
に
反
映
さ
れ
る
の
は
、
中
国
経

済
の
好
転
ぶ
り
が
誰
の
目
に
も
明
ら

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等   

 
2009年 
3月9日 

 
2009年版EDINETタクソノミ及び関連資
料の公表 

 

金融庁 

財規や会計基準等の改正へ対応するための所要の改
正。開示項目の追加や、ＸＢＲL作成ガイドなどが更新さ
れている。今回の改正は平成２１年３月３１日以後に
終了する事業年度に係るものから適用となる。 

日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号 

か
に
な
っ
て
か
ら
と
い
え
る
か
も
し

れ
な
い
。

し
か
し
、
景
気
と
株
価
の
関
係
か

ら
す
る
と
、
年
度
末
を
迎
え
、
景
気

動
向
に
目
を
向
け
た
投
資
家
の
動
き

が
起
き
て
も
お
か
し
く
な
い
と
思
わ

れ
る
。

経理用語の豆知識 
関連当事者の開示

会社と関連当事者との取引のうち、重要な取引に
ついては開示の対象となる。関連当事者との取引と
は、対価の有無にもかかわらず、資源もしくは債務
の移転、または役務の提供をいう。取引条件が一般
の取引と同様であることが明白な取引や役員に対
する報酬、賞与および退職慰労金の支払については
開示の対象外とする。
平成20年４月１日以降開始する事業年度から会

計基準が適用されるが、従来の範囲から拡大される
関連当事者には、親会社の役員およびその近親者、
重要な子会社の役員およびその近親者、従業員のた
めの企業年金（企業年金と会社の間で掛金の拠出以
外の重要な取引を行う場合に限る）がある。従業員
のための企業年金については、国際的な会計基準を
参考に追加されたものであり、厚生年金基金および
基金型の確定給付年金が個別指図による運用を行
い、会社と直接行う場合や、厚生労働大臣の承認を
受けた借入等が対象になるとしている。

訂
正
の
お
知
ら
せ

３
月
20
日
号（
№
１
２
１
０
）に
お
い
て
、

次
の
記
載
漏
れ
が
あ
り
ま
し
た
。

(

特
集)

平
成
21
年
３
月

決
算
関
連
資
料
一
覧（
阿
部
光
成
稿
）

（
72
頁
、
リ
ー
ス
取
引
、
主
な
内
容
、

14
〜
18
行
目
）

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
の
貸
手

側
に
係
る
記
述
の
う
ち
、「
〜
連
結
財
規

13
⑤
四
、
連
結
財
規
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
13

│
５
）」の
あ
と
に
、

「
な
お
、
当
該
連
結
財
規
の
適
用
は
、

平
成
21
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す
る

連
結
会
計
年
度
に
係
る
連
結
財
務
諸
表

か
ら
で
あ
る
。
」

を
追
加
い
た
し
ま
す
。

お
詫
び
し
て
訂
正
い
た
し
ま
す
。


